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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が大幅に増加しているほか、乗用車販売台数が

堅調に推移するなど、消費税増税前の駆け込み需要が強くなっている。ただし、足もとでは

反動減がみられる。住宅投資は駆け込み需要が一段落したことから、前年を下回っている。

公共投資は前年を大きく上回っている。輸出は中東やアジア、北米向けが増加している。

生産活動は持ち直しの動きが見られる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は件数が増加したが、負債金額は特殊要因があった前年の反動から

大きく減少している。
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持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 
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①大型小売店販売額～８か月連続で増加

３月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋１５．９％）は、８か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋２３．９％）、スーパー（同

＋１３．５％）とも、衣料品、身の回り品、飲食

料品、その他のすべての品目で前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋５．４％）

は、６か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３か月連続で減少

３月の新設住宅着工戸数は、２，４２１戸（前

年比▲４．５％）と３か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋７．４％）は

増加したが、分譲（同▲３２．９％）、持家（同

▲６．０％）が減少した。

平成２５年度累計では、３４，９６７戸（前年比

▲１．６％）と４年ぶりに前年度を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１０．４％）は増加

したが、貸家（同▲７．４％）、分譲（同

▲１１．１％）が減少した。

道内経済の動き
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%億円 

請負金額 前年同月比（右目盛） 
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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貿易動向

（資料：函館税関）

③公共投資～２か月連続で増加

４月の公共工事請負金額は、１，６１５億円

（前年比＋５０．５％）と２か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比＋５０．６％）、北

海道（同＋３４．６％）、市町村（同＋３４．３％）

いずれも前年を上回った。

１～４月累計では、請負金額２，８３１億円

（前年比＋３５．４％）と前年を上回って推移し

ている。

④来道客数～２５か月連続で前年を上回る

３月の来道客数は、９７６千人（前年比

＋６．８％）と２５か月連続で前年を上回った。

平成２５年度累計では、１２，２７８千人と前年を

４．７％上回った。

３月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ７．４％増加した。国内線（前年比＋７．０％）、

国際線（同＋１２．８％）ともに前年を上回っ

た。平成２５年度累計では、前年度に比べ

７．１％増加した。

⑤貿易動向～輸出は２か月連続で増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比１０．２％

増の５２０億円、輸入が同１．８％増の１，６７８億円

となった。

輸出は鉄鋼や船舶、自動車の部分品などが

増加し、２か月連続で前年を上回った。輸入

は石油製品などが増加し、２か月ぶりに前年

を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

３月の鉱工業生産指数は１０１．９（前月比

＋１．６％）と２か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では＋２．２％と２か月ぶりに上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、輸送機械工業、

石油・石炭製品工業など１０業種が低下した

が、パルプ・紙・紙加工品工業、窯業・土石

製品工業、一般機械工業など６業種が上昇し

た。

⑦雇用情勢～改善が続く

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８２倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．１７ポイント上昇した。前年比は５０か月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比９．５％の増加とな

り、５０か月連続して前年を上回った。業種別

では、宿泊業・飲食サービス業（前年比

＋３１．６％）、医療・福祉（同＋９．５％）、サー

ビス業（同＋１３．１％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数は３ヶ月ぶりに増加

４月の企業倒産は、件数が３２件（前年比

＋３．２％）、負債総額が１０８億円（同▲９７．９％）

となった。件数は３か月ぶりに増加、負債総

額は６か月連続で前年を下回った。

業種別では、サービス・他が１０件、建設

業、小売業がそれぞれ５件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（マイナス２９、「過剰

企業の割合」－「不足企業の割合」）は

前年同期より６ポイント低下し、人手不

足感が一段と強まっている。

２．新規採用状況

今春に「新卒者を採用した企業」

（４２％）は前年より３ポイント低下し

た。採用予定人数に対する充足率につい

ては、「予定どおり」採用できた企業

（６７％）が前年より１１ポイント低下した。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（プラス２３、「増員する企

業の割合」－「減員する企業の割合」）

は前年同期より３ポイント低下したもの

の、全業種でプラス水準となり、人員確

保の動きが続く見込みである。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２６年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２６年４月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４８ １００．０％
札幌市 １８１ ４０．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９９ ２２．１
道 南 ３５ ７．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６２ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７１ １５．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０５ ４４８ ６３．５％
製 造 業 ２０５ １２４ ６０．５
食 料 品 ７４ ４２ ５６．８
木 材 ・ 木 製 品 ３６ ２４ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５７ ３８ ６６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２０ ５２．６
非 製 造 業 ５００ ３２４ ６４．８
建 設 業 １２５ ８７ ６９．６
卸 売 業 １０２ ６３ ６１．８
小 売 業 ９７ ６３ ６４．９
運 輸 業 ５１ ３２ ６２．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２３ ６５．７
その他の非製造業 ９０ ５６ ６２．２

特別調査

人手不足感、一段と強まる
平成２６年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号
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雇用人員判断DI（左目盛） 

新規採用企業（右目盛） 

〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感
「不足」企業（３５％）が「過剰」企業（６％）を上回る。建設業
や運輸業などで不足感がかなり強い

�新規採用状況
採用企業（４２％）は前年比３ポイント低下。「採用数増加」企業は
２３％、「採用数減少」企業は１１％

�新規採用内定者の評価 「良い人材を採用できた」企業は前年と同じく５４％

�採用予定人数に対しての充足率
「予定どおり」の企業（６７％）は前年より１１ポイント低下。「５～
６割台」の企業（１２％）が１０ポイント増加

�採用する際の重視項目 「協調性」（７６％）、「積極性」（７５％）、「責任感」（７０％）が多数

�企業の新規採用決定要因
製造業は「年齢構成の改善」（６２％）、非製造業は「人手不足への
備え」（５０％）がそれぞれ１位

�新規採用実施企業の中途採用計画 「必要あれば実施する企業」（７６％）は前年比５ポイント上昇

	新規採用しなかった企業の理由
「随時、中途採用する」企業は５２％。「募集したが人材がいなかっ
た」企業（１２％）は木材・木製品（２６％）、建設業（２５％）で多い


今後一年間の従業員の増減見通し
雇用方針DI（プラス２３）は建設業（プラス３１）などで高い。全
業種で人員増加の見込み

＜図１＞従業員の過不足感と新規採用状況

特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号
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＜図2＞従業員の過不足感 
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製 造 業 

その他の 
非製造業 

21

過剰 

1

過剰 

＜図3＞新規採用状況 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 前年 
採用企業 

前年 
採用企業 

47

35

33

59

60

44

52

41

40

27

52

47

22 4

36
64

10 24 9

44
56

11
製 造 業 非製造業 

食 料 品  建 設 業 

卸 売 業 

小 売 業 

運 輸 業 

ホテル・旅館業 

木材・木製品 

鉄鋼・金属 
製品・機械 

その他の 
製 造 業 
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採用数を減らした 

20 135

38
62

10 10

20
80

26 3

40
60

11

28 11

45
55

6

24

45
55

12 9

25 10

45
55

10

25 7

43
57

11

19 6

25
75

22

57
43
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５４
（５４）

４８
（４７）

４３
（６４）

５０
（１７）

４０
（３２）

６７
（６９）

５６
（５７）

６０
（５５）

４４
（４１）

６３
（５９）

７１
（５６）

４２
（４５）

６０
（７５）

�従来と変わらない ４２
（４２）

４８
（５１）

４３
（２７）

５０
（８３）

６０
（６８）

３３
（３１）

４０
（３８）

３５
（３８）

５２
（５４）

３３
（３２）

２９
（４４）

５８
（５５）

３６
（２１）

�良い人材を採用できず ４
（４）

４
（２）

１４
（９）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（５）

５
（７）

４
（５）

４
（９）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定どおり ６７
（７８）

７２
（９０）

６６
（８４）

５０
（１００）

８０
（９０）

７８
（９３）

６６
（７３）

７１
（７１）

７４
（８２）

５９
（８０）

１００
（３４）

４２
（８３）

６０
（７５）

�９割台 ７
（５）

７
（－）

７
（－）

－
（－）

７
（－）

１１
（－）

７
（６）

３
（５）

４
（－）

１１
（１０）

－
（２２）

８
（－）

１２
（９）

�７～８割台 ９
（１０）

９
（４）

７
（８）

５０
（－）

－
（－）

１１
（７）

９
（１２）

５
（１１）

９
（１８）

７
（１０）

－
（２２）

４２
（１７）

８
（４）

�５～６割台 １２
（２）

５
（２）

－
（－）

－
（－）

１３
（５）

－
（－）

１４
（２）

１５
（４）

１３
（－）

１９
（－）

－
（－）

８
（－）

１６
（４）

�３～４割台 ２
（２）

５
（４）

１３
（８）

－
（－）

－
（５）

－
（－）

１
（２）

３
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（１１）

－
（－）

－
（－）

�１～２割台 １
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１
（２）

－
（－）

－
（－）

４
（－）

－
（１１）

－
（－）

－
（４）

�１割未満 ２
（２）

２
（－）

７
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

２
（３）

３
（７）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は前年実績

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は前年実績

※〈表２〉～〈表６〉は新規採用を実施した企業の数値である。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
①
７６
（７１）

②
７１
（７５）

③
６９
（５８）

②
７５
（８６）

①
８０
（７４）

③
５６
（８５）

①
７８
（７０）

①
７７
（７５）

①
７７
（７８）

②
７３
（３９）

③
７５
（８９）

①
９２
（７５）

①
８０
（７３）

�積極性
②
７５
（７８）

①
８０
（８０）

①
８８
（７５）

②
７５
（８６）

①
８０
（６８）

②
６７
（１００）

②
７３
（７７）

②
６７
（８３）

①
７７
（７８）

①
７７
（７０）

①
８８
（８９）

②
８５
（７５）

③
６４
（６９）

�責任感
③
７０
（７６）

６６
（７３）

６３
（５８）

５０
（８６）

③
６７
（７９）

①
７８
（６９）

③
７１
（７８）

５９
（７０）

①
７７
（８３）

③
６５
（７８）

①
８８
（７８）

③
７７
（８３）

①
８０
（８５）

�誠実性 ６１
（６５）

③
６８
（６９）

②
８１
（９２）

５０
（１００）

③
６７
（６８）

③
５６
（３１）

５８
（６４）

５９
（６６）

４６
（６５）

③
６５
（５２）

３８
（６７）

③
７７
（６７）

６０
（６９）

�コミュニケーション能
力 ５５

（５０）
４６
（４１）

５０
（２５）

①
１００
（４３）

３３
（４２）

３３
（５４）

５８
（５３）

③
６２
（４０）

６９
（６１）

４２
（４８）

６３
（５６）

５４
（６７）

６０
（６５）

�一般常識 ４３
（４１）

３２
（４１）

４４
（２５）

２５
（２９）

２７
（５３）

２２
（４６）

４６
（４１）

４９
（４３）

５８
（４８）

２７
（２６）

２５
（２２）

３９
（５０）

６０
（４６）

�自立性 ２７
（２３）

３０
（２０）

３１
（１７）

２５
（２９）

２７
（２６）

３３
（８）

２６
（２４）

２１
（２３）

３５
（３９）

３５
（１７）

３８
（１１）

２３
（２５）

１２
（２３）

	専門知識 １８
（１６）

１８
（１２）

１３
（８）

－
（１４）

１３
（１６）

４４
（８）

１８
（１８）

２６
（２８）

８
（１３）

１２
（１３）

２５
（－）

－
（８）

２８
（１９）


地元出身者である １１
（９）

１１
（１４）

１９
（１７）

２５
（２９）

－
（１１）

１１
（８）

１１
（７）

１５
（１１）

８
（９）

１５
（９）

１３
（－）

－
（８）

８
（－）

�リーダーシップ ９
（６）

９
（１０）

６
（８）

２５
（１４）

７
（５）

１１
（１５）

９
（５）

８
（－）

４
（９）

１９
（１３）

１３
（－）

８
（８）

４
（４）

�学業成績 ８
（７）

９
（４）

－
（－）

２５
（－）

２０
（５）

－
（８）

７
（８）

８
（１１）

８
（９）

４
（１７）

－
（－）

－
（－）

１６
（－）


公的資格がある ６
（７）

２
（２）

－
（－）

－
（－）

７
（５）

－
（－）

７
（９）

８
（９）

４
（４）

８
（９）

２５
（１１）

－
（－）

８
（１９）

�その他 ２
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

２
（２）

－
（２）

－
（４）

４
（４）

－
（－）

－
（－）

８
（－）

〈表４〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�年齢構成の改善を図
る

①
５２
（５１）

①
６２
（４７）

①
５６
（１８）

４０
（２９）

①
８０
（５０）

①
５６
（７７）

②
４８
（５３）

②
６２
（６７）

②
４１
（５２）

②
３９
（４４）

③
２５
（３３）

①
４６
（３３）

①
５４
（５２）

�将来の人手不足に備
える

②
４８
（４２）

②
４２
（３７）

②
４４
（３６）

①
８０
（１４）

３３
（５５）

３３
（２３）

①
５０
（４４）

①
６７
（６７）

②
４１
（２６）

①
４２
（２６）

①
８８
（６７）

①
４６
（５８）

３３
（１９）

�業績の推移を重視
③
４２
（３７）

③
４０
（３５）

２５
（１８）

②
６０
（２９）

②
４０
（３５）

①
５６
（５４）

③
４２
（３８）

③
５１
（３８）

５６
（３９）

２３
（３９）

③
２５
（２２）

③
３９
（４２）

②
４２
（４１）

�人材確保の好機であ
る ３０

（２９）
３３
（２８）

２５
（３６）

２０
（２９）

②
４０
（３０）

４４
（１５）

２９
（２９）

２３
（２１）

７
（３５）

②
３９
（２６）

②
５０
（２２）

③
３９
（２５）

②
４２
（４４）

�生産販売部門の強化
を図る ２４

（２９）
３１
（３９）

３１
（３６）

②
６０
（７１）

２０
（２５）

３３
（４６）

２２
（２５）

１３
（１５）

①
４８
（５２）

１５
（３０）

１３
（－）

－
（８）

２９
（３０）

�退職者の補充にとど
める １９

（２３）
３１
（２９）

③
３８
（４６）

－
（４３）

２０
（２５）

①
５６
（１５）

１５
（２０）

８
（１９）

２６
（２６）

１５
（１３）

－
（３３）

２３
（２５）

１７
（１９）

�景気動向を重視 １５
（１６）

２０
（１６）

１３
（９）

４０
（－）

１３
（２０）

３３
（２３）

１４
（１６）

２３
（２７）

１１
（９）

４
（９）

－
（２２）

３１
（１７）

８
（７）

	事業の拡大を図る １４
（１７）

１１
（１４）

１９
（４６）

－
（１４）

７
（５）

１１
（－）

１５
（１８）

１３
（１０）

２２
（２２）

１９
（３０）

－
（１１）

－
（１７）

１７
（２２）


その他 －
（１）

－
（２）

－
（９）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（８）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

７６
（７１）

７８
（７０）

７５
（７３）

１００
（７１）

７３
（７０）

７８
（６７）

７５
（７２）

７９
（７３）

７０
（５０）

７０
（７８）

７５
（８９）

７７
（７５）

７９
（７８）

�中途採用はしない ５
（７）

２
（－）

６
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

７
（９）

３
（６）

４
（１７）

１５
（１８）

２５
（－）

－
（８）

４
（４）

�未定 １９
（２２）

２０
（３０）

１９
（２７）

－
（２９）

２７
（３０）

２２
（３３）

１８
（１９）

１８
（２１）

２６
（３３）

１５
（４）

－
（１１）

２３
（１７）

１７
（１８）

〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
①
５２
（５４）

①
４０
（４７）

②
３６
（５９）

①
３２
（４６）

①
４８
（３１）

②
４６
（４０）

①
５８
（５６）

①
５０
（５２）

②
４１
（５３）

①
６３
（４４）

①
７７
（７６）

②
６０
（４０）

①
６９
（６６）

�現従業員で十分
②
３８
（４２）

②
３９
（４１）

①
４８
（４１）

②
２６
（３１）

②
３０
（４６）

①
５５
（５０）

②
３７
（４３）

１８
（３２）

①
５６
（５６）

②
５４
（５０）

②
２３
（４０）

①
７０
（５０）

②
２４
（３４）

�パート・アルバイトを
活用する

③
１８
（２０）

③
１７
（２９）

③
２０
（４６）

１６
（２３）

③
１３
（１５）

③
１８
（２０）

③
１８
（１７）

９
（１１）

６
（３）

③
４３
（３８）

５
（８）

③
３０
（３０）

③
２１
（１９）

�募集したが、人材がい
なかった １２

（７）
１０
（７）

－
（５）

②
２６
（８）

③
１３
（８）

－
（１０）

１３
（７）

②
２５
（１４）

６
（３）

９
（６）

９
（－）

１０
（１０）

１０
（９）

�教育・訓練に時間がか
かる １１

（１１）
８
（１０）

４
（９）

１１
（１５）

４
（８）

③
１８
（１０）

１３
（１２）

③
２１
（２３）

③
１５
（６）

６
（６）

③
１４
（１２）

１０
（２０）

７
（６）

�採用する余裕がない ９
（１２）

１０
（１２）

１６
（－）

１１
（３１）

９
（８）

－
（２０）

８
（１２）

７
（１８）

③
１５
（９）

９
（１２）

－
（４）

－
（１０）

１０
（１３）

�その他 ５
（２）

３
（２）

４
（－）

－
（－）

４
（－）

－
（１０）

６
（２）

１４
（－）

３
（３）

３
（３）

５
（－）

－
（－）

３
（６）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

	増加する ３０ ２４ １７ ２５ ３５ １５ ３３ ３８ ３７ ２３ ２８ １８ ４０


変わらない ６３ ６９ ７３ ７５ ６０ ７５ ５９ ５５ ５５ ６９ ６３ ７８ ５１

�減少する ７ ７ １０ ０ ５ １０ ８ ７ ８ ８ ９ ４ ９

雇用方針DI（A－C） ２３ １７ ７ ２５ ３０ ５ ２５ ３１ ２９ １５ １９ １４ ３１

前年同時期DI ２６ ２７ ２７ １０ ３０ ３６ ２６ ３７ １９ １９ ２１ ０ ３５

〈表７〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

※〈表７〉は新規採用を実施しなかった企業の数値である。

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）
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今回の調査では、道内企業の人手不足感が一段と強まり、従業員を増加させようとする動

きが各業種で見られます。一方で、応募者不足により予定の採用人数を確保できなかった企

業も増えています。景気回復や震災復興工事の需要によって、道外からの求人数も増える中

で、いかにして業界や会社の魅力をPRしていくかが重要となりそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜飲料水製造業＞ 学歴や経験は問わずに人

間性を重視している。やる気があるかないか

を判断して採用する。

＜水産加工業＞ 物事に柔軟に対応できる人

物、特に固定観念に囚われない若い人材を採

用する。

＜木製品製造業＞ 学校などへ求人は出して

いるが、生徒数が減少して応募者がいない。

転職組を採用することも視野に入れる。

＜製材業＞ 繁忙期には人手不足感がある

が、通年雇用をするまでの余裕は無い。

＜鉄鋼製品製造業＞ 若者に対して「見て覚

えろ」は通用しないと悟り、少しずつ教育・

指導に対する意識が変わってきた。今年は久

しぶりに新卒者が入ることから、在籍社員が

刺激を受けることに期待している。

＜金属製品製造業＞ 既存の人材のモチベー

ションを保つために、新卒者を基礎から育て

る方針を取ってきたが、ここにきて、問題意

識を持って自分から動く者と、動かない者に

分かれてしまった。今春は技術経験者を採用

し、社内全体の士気を新たに高めたい。

＜金属製品製造業＞ 新規採用を行って人材

を確保したいが、現在の従業員の給与アップ

や教育が先であるように思う。

＜機械器具製造業＞ 受注増加による人手不

足を派遣・パートで補っているが、単一の業

務への従事が主となっている。有用な人材は

常用に切り替えて、技術の伝承や多能化を

図っていく。

＜肥料製造業＞ 製造コストアップにつなが

る従業員採用は、諸経費が値上がりしている

状況では消極的にならざるを得ない。

＜建設業＞ ２６年度春の大卒者の新卒採用を

行うつもりで求人活動を行ったが応募者がい

なかった。

＜建設業＞ 公共事業の増加により、即戦力

技術者の確保が急務。新卒者の採用計画も綿

密に立てているが、いずれも採用に至ってい

ない。各大学での企業アピールや、採用担当

教授との情報交換を行っているが、新卒技術

者は公務員や大手ゼネコンが第一希望のよう

だ。

経営のポイント

人材確保に向け、業界の魅力PRが重要
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 建設業は、ここ１～２年は公共

投資予算の増額によって人手不足が深刻であ

るが、次年度以降の予算は不透明であるの

で、新規雇用については慎重にならざるを得

ない。

＜建設業＞ 技術専門職の育成には時間と経

験が必要であり、長期的な業績や業界動向等

を検討して新規採用を行っていく。

＜建設業＞ 技術職の求人は出し続けている

が、業界に対する将来性などの判断からか、

応募者が極めて少ない。人材確保のために賃

金面などを見直すことも検討したいが、利益

率が改善されるまでには時間を要するため、

現段階では難しい。

＜建具工事業＞ 現場や顧客に対応するため

のスキルは、習得に時間を要するので、従業

員の教育・訓練を確実に定例化させなければ

ならない。

＜電気工事業＞ 募集に対する希望者が少な

い。業界として、新卒者が多く希望するよう

な待遇や業界の魅力をアピールする必要があ

るだろう。

＜乾物卸売業＞ 最低賃金の見直しにより人

件費の増加が懸念されるが、中長期の人材確

保のために計画的な採用を検討したい。

＜鋼材卸売業＞ 数年間業績が思わしくなく

新卒採用を実施できなかったが、今年は再開

することができた。これによって年齢構成の

改善や将来の人手不足に備えることができ

る。

＜機械器具卸売業＞ 新卒採用は大手の工場

や上場企業が多くの人材を採用し、中小企業

まで人材が回らなかった。学生の安定志向も

強い。給与など採用条件の変更も必要だろ

う。

＜機械器具卸売業＞ 新卒者は成長に時間が

掛かり、定着性も良くなかった。最近では、

定年職員の入れ替えは、２０代の希望者を正社

員として中途採用し対応している。

＜業務用品卸売業＞ 小規模企業の場合は、

より良い人材の確保のために早い時期に内定

を出しても辞退されるケースも多い。一方

で、年度末近くの採用活動では求める人材が

少なく、対応に苦慮している。

＜玩具卸売業＞ 業容に合わせた適正人員と

するため、新卒採用を行っていなかった。必

要に応じて欠員補充は行っていたが、年齢層

にギャップが見られ始めたことから、将来を

見据えて新卒採用を実施する計画である。

＜自動車小売業＞ 整備士の採用は今後、よ

り厳しくなっていくだろう。採用したくても

採れない状況になる。

＜燃料小売業＞ 競合先の撤退が数か所あ

り、顧客取り込みのチャンスであるが、それ

には人員の配置増も必要。人件費増加分を収

益でカバーできるかが問題。

＜作業用品店＞ 前年より他社の採用人数が

増えてきており、採用が難しくなってきてい

る。

経営のポイント
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＜運輸業＞ 従業員の高齢化によって定年退

職する社員が毎年いる。運転手に欠員が発生

して、稼働しない車が出てきているが、募集

しても応募が無い状態が続いている。

＜運輸業＞ 社員教育の見直しと賃上げを見

据えながら、人員不足解消に努めなければな

らない。新規採用の費用を考えて、５年、１０

年の長いスパンで年齢構成の是正を図ってい

く。

＜運輸業＞ 運転手は大型免許が必要であ

り、業種柄新卒採用は行わずに経験者を中途

採用していたが、運転手不足が進む中で未経

験者の採用も始めた。

＜都市ホテル＞ 従業員の若返りを図りたい

が、費用増加等を考えるとなかなか実施でき

ない。

＜廃棄物処理業＞ 新卒採用は事業計画に基

づき実施しているが、退職発生等による計画

外の中途採用は有効求人倍率の改善が続く中

で、思うような人材が採用できなくなってき

ている。中途採用者の賃金を引き上げて人員

確保を図ることも検討したいが、既存従業員

との賃金バランスが崩れることから躊躇して

いる。

＜倉庫業＞ 景気は回復傾向にあるようだ

が、自社の売上、利益に反映されるまでは新

規採用は難しい。

＜幼稚園＞ 大学等での職業教育を、業種の

特性を学ばせることに力点を置いたものにす

ると、雇用のミスマッチを防ぐことができ、

定着率が上がると思われる。

経営のポイント
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号

債権法改正の動向については、そのうちの「契約」に関する部分を本誌No．２０８（２０１３年１１月

号）、No．２０９（同年１２月号）にて紹介しましたが、今回は「消滅時効」及び「保証債務」にかか

る部分を、その後の関係者のコメント等も含めて、簡単に紹介したいと思います。なお、債権法

改正作業は、「中間試案」に対するパブリックコメントの集約が終わり、昨年７月以降は法制審

議会の民法（債権関係）部会にて「改正要綱案」の取りまとめに入っており、早ければ今年７月

にも「改正要綱仮案」が公表される予定で、その内容が注目されます。

◆消滅時効（中間試案：第７）

本誌No．１５３（２００９年４月号）で紹介した、学者有志による「民法（債権法）改正検討委員

会」の「債権法改正の基本方針」に掲げられたような内容をもとに、以下のような試案がまとめ

られました。なお、前記基本方針に盛られていた「債権時効」への呼称変更は見送られていま

す。

１．職業別の短期消滅時効の廃止（民法１７０条から１７４条関係）

民法第１７０条から第１７４条までを削除するものとする。

→現民法の規定する下記の職業別短期消滅時効を廃止するものです。この点については、前記

基本方針においても時効期間の簡素化が提言されています。

・医師・助産婦・薬剤師の診療・助産・調剤に関する債権、工事の設計、施工又は監理を業と

する者の工事に関する債権に対する３年の消滅時効（１７０条）

・弁護士・弁護士法人、公証人が、職務に関して受け取った書類に関して負う責任に対する３

年の消滅時効（１７１条）、及び職務に関する債権に対する２年の消滅時効（１７２条）

・生産者、卸売商人又は小売商人が売却した産物・商品の代価債権に対する２年の消滅時効

（１７３条１号）

・自己の技能を用い注文を受けて物を製作し又は自己の仕事場で他人のために仕事をすること

を業とする者の仕事に関する債権に対する２年の消滅時効（１７３条２号）

・学芸又は技能の教育を行う者が生徒の教育、衣食又は寄宿の代価について有する債権に対す

る２年の消滅時効（１７３条３号）

・以下の債権に対する１年の消滅時効（１７４条）

� 一月以下の短期間で定めた使用人の給料

� 自己の労力の提供又は演芸を業とする者の報酬又はその供給した物の代価

� 運送費、動産の損料

経営のアドバイス

続・債権法改正の動向
～「消滅時効」「保証債務」

金融財政事情出版部 嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号

� 旅館の宿泊料、料理店の飲食料、貸席又は娯楽場の席料・入場料、及びこれらの者が有す

る消費物の代価又は立替金

２．消滅時効における原則的な時効期間と起算点（民法１６６条１項、１６７条１項関係）

中間試案では、原則的な時効期間と起算点につき以下の２案が提示されました。

［甲案］「権利を行使することができる時」（民法第１６６条第１項）という起算点を維持した上で、

「１０年間」（民法第１６７条第１項）という時効期間を「５年間」に改める。

［乙案］「権利を行使することができる時から１０年間」という時効期間を維持した上で、「債権者

が債権発生の原因及び債務者を知った時（債権者が権利を行使することができる時より前に

債権発生の原因及び債務者を知っていたときは、権利を行使することができる時）」という

起算点から「３年間／４年間／５年間」という時効期間を新たに設け、いずれかの時効期間

が満了した時に消滅時効が完成するものとする。

（注）「権利を行使することができる時から１０年間」という時効期間を維持した上で、事業者

間の契約に基づく債権については５年間、消費者契約に基づく事業者の消費者に対する債権

については３年間の時効期間を新たに設けるという考え方がある。

→前記中間試案は、その後［乙案］を以下のように修正した「たたき台」が提示され、さらに

検討が行われています。

民法第１６６条第１項及び第１６７条第１項の債権に関する規律を次のように改める。

� 債権者が権利を行使することができること及び債務者を知った時から５年間行使しないと

き。

� 権利を行使することができる時から１０年間行使しないとき。

現行の消滅時効の進行起算点である「権利を行使することができる時」のほかに、�のいわゆ
る主観的起算点を加えた上で、前者の場合の１０年間の時効期間を、後者の場合には５年間に短縮

するという方向が示されています。

３．定期金債権の消滅時効（民法１６８条１項関係）

� 民法第１６８条第１項前段の規律を改め、定期金の債権についての消滅時効は、次の場合に完

成するものとする。

ア 第１回の弁済期から１０年間行使しないとき

イ 最後に弁済があった時において未払となっている給付がある場合には、最後の弁済の時か

ら１０年間行使しないとき

ウ 最後に弁済があった時において未払となっている給付がない場合には、次の弁済期から１０

年間行使しないとき

� 民法第１６８条第１項後段を削除するものとする。

→現行の２０年間の時効期間を１０年間（今後、さらに検討）に短縮するものです。
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４．不法行為による損害賠償請求権の消滅時効（民法７２４条関係）

民法第７２４条の規律を改め、不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合のいずれか

に該当するときは、時効によって消滅するものとする。

� 被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使しないとき

� 不法行為の時から２０年間行使しないとき

５．生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効

生命・身体［又はこれらに類するもの］の侵害による損害賠償請求権の消滅時効については、

前記２における債権の消滅時効における原則的な時効期間に応じて、それよりも長期の時効期間

を設けるものとする。

→このような特則を設けないとする考え方もあります。

６．時効期間の更新事由（民法１４７条、１５６条、１５７条関係）

時効の中断事由の規律（民法第１４７条ほか）を次のように改めるものとする。

� 時効期間は、次に掲げる事由によって更新されるものとする。

ア 確定判決によって権利が確定したこと。

イ 裁判上の和解、調停その他確定判決と同一の効力を有するものによって権利が確定したこ

と。

ウ 強制執行又は担保権の実行としての競売手続が終了したこと（権利の満足に至らない場合

に限る）。ただし、当該手続が権利者の請求により又は法律の規定に従わないことにより取

り消されたときを除くものとする。

エ 相手方の権利を承認したこと

� 上記�ア又はイに該当するときは、それぞれの確定の時から新たに１０年間（今後、さらに検
討）の時効期間が進行を始めるものとする。

� 上記�ウに該当するときは当該手続が終了した時点から、上記�エに該当するときはその承
認があった時から、新たに前記２又は４の原則的な時効期間と同一の時効期間が進行を始める

ものとする。ただし、従前の時効期間の残存期間が原則的な時効期間より長い場合には、時効

期間の更新の効力が生じないものとする。

→現行の時効中断事由のうち、裁判上の請求、差押え・仮差押の申立ては時効の停止事由に移

されており、時効中断事由は、裁判等により権利が確定した場合と相手方による承認に限ること

とされています。

７．時効の停止事由（民法１４９条から１５５条、１５８条から１６１条関係）

時効の停止事由に関して、民法第１５８条から第１６０条までの規律を維持するほか、次のように改

めるものとする。

� 次に掲げる事由がある場合において、前記６�の更新事由が生ずることなくこれらの手続が
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終了したときは、その終了の時から６カ月を経過するまでの間は、時効は完成しないものとす

る。この場合において、その期間中に行われた再度のこれらの手続については、時効の停止の

効力を有しないものとする。

ア 裁判上の請求

イ 支払督促の申立て

ウ 和解の申立て又は民事調停法・家事事件手続法による調停の申立て

エ 破産手続参加、再生手続参加又は更生手続参加

オ 強制執行、担保権の実行としての競売その他の民事執行の申立て

カ 仮差押命令その他の保全命令の申立て

� 上記�アによる時効の停止の効力は、債権の一部について訴えが提起された場合であって
も、その債権の全額に及ぶものとする。

� 民法第１５５条の規律を改め、時効の受益者以外の者に対する上記�オ又はカの申立ては、受
益者に通知をした後でなければ、時効の停止の効力を生じないものとする。

� 民法第１５３条の規律を改め、催告があったときは、その時から６カ月を経過するまでの間

は、時効は完成しないものとする。この場合において、その期間中に行われた再度の催告は、

時効の停止の効力を有しないものとする。

� 民法第１６１条の規律を改め、時効期間の満了の時に当たり、天災その他避けることのできな

い事変のために上記�アからカまでの手続を行うことができないときは、その障害が消滅した
時から６カ月を経過するまでの間は、時効は完成しないものとする。

� 当事者間で権利に関する協議を行う旨の書面による合意があったときは、次に掲げる期間の

いずれかを経過するまでの間は、時効は完成しないものとする。

ア 当事者の一方が相手方に対して協議の続行を拒絶する旨の書面による通知をした時から６

カ月

イ 上記合意があった時から１年（今後、さらに検討）

（注）�については、このような規定を設けないとする考え方がある。
→裁判上の請求、和解・調停の申立て、破産・民事再生・会社更生手続への参加、民事執行手

続の申立て、仮差押命令・保全命令の申立てについては、時効の中断効はなく、時効の進行が停

止するに留まることとされています。未成年者又は成年被後見人と時効の停止（民法１５８条）、夫

婦間の権利の時効の停止（民法１５９条）、相続財産に関する時効の停止（民法１６０条）の諸規定は

現行通り維持される方向です。

８．時効の効果（民法１４４条、１４５条関係）

消滅時効に関して、民法第１４４条及び第１４５条の規律を次のように改めるものとする。

� 時効期間が満了したときは、当事者又は権利の消滅について正当な利益を有する第三者は、

消滅時効を援用することができるものとする。

� 消滅時効が援用された権利は、時効期間の起算日に遡って消滅するものとする。
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（注）�については、権利の消滅について定めるのではなく、消滅時効の援用がされた権利の履
行を請求することができない旨を定めるという考え方がある。

→時効を援用できる者を、現行の「当事者」のほか、「権利の消滅につき正当な利益を有する

第三者」が加えられています。なお、議論のあった時効援用権の事前放棄については採択が見送

られ、現行の民法１４６条が維持される見込みです。

◆保証債務（中間試案：第１７）

保証債務については、付従性、主債務者の有する抗弁権の扱い、求償権、根保証などの改正に

加えて、個人保証に係る規律の新設が提示されています。

１．保証債務の付従性（民法４４８条関係）

保証債務の付従性に関する民法第４４８条の規律を維持した上で、新たに次のような規律を付け

加えるものとする。

� 主たる債務の目的又は態様が保証契約の締結後に減縮された場合には、保証人の負担は、主

たる債務の限度に減縮されるものとする。

� 主たる債務の目的又は態様が保証契約の締結後に加重された場合には、保証人の負担は、加

重されないものとする。

→現行民法４４８条の規定に加えて、上記�を明文化する趣旨と考えられます。

２．主たる債務者の有する抗弁（民法４５７条２項関係）

民法第４５７条第２項の規律を次のように改めるものとする。

� 保証人は、主たる債務者が主張することができる抗弁権をもって債権者に対抗することがで

きるものとする。

� 主たる債務者が債権者に対して相殺権、取消権又は解除権を有するときは、これらの権利の

行使によって主たる債務者が主たる債務の履行を免れる限度で、保証人は、債権者に対して債

務の履行を拒むことができるものとする。

→「保証人は主たる債務者の債権による相殺をもって債権者に対抗できる」という現行民法

４５７条２項の規定の趣旨は、相殺が可能な範囲内で弁済を拒絶する抗弁権を保証人に与えるもの

に過ぎないと解されており、今般の改正はこの点を明確化するものとなっています。現行法に規

定がない取消権、解除権についても同様規定を置くこととされています。

３．保証人の求償権

� 委託を受けた保証人の求償権（民法４５９条、４６０条関係）

民法第４５９条及び第４６０条の規律を基本的に維持した上で次のように改めるものとする。

ア 民法第４５９条第１項の規律に付け加えて、保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をし

た場合において、主たる債務の期限が到来する前に、弁済その他自己の財産をもって債務を

消滅させるべき行為をしたときは、主たる債務者は、主たる債務の期限が到来した後に、債
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務が消滅した当時に利益を受けた限度で、同項による求償に応ずれば足りるものとする。

イ 民法第４６０条第３号を削除するものとする。

→債務者から委託を受けた保証人の求償権につき、民法４５９条１項に事前求償権にかかる規定

を新たに盛り込むものです。また、事前求償権についての民法４６０条１号、２号の規定は維持さ

れる方向ですが、４６０条３号は事前求償権制度に馴染まないものとして削除方針となっていま

す。

� 保証人の通知義務（民法４６３条関係）

民法第４６３条の規律を次のように改めるものとする。

ア 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、保証人が弁済その他自己

の財産をもって主たる債務者にその債務を免れさせる行為をしたにもかかわらず、これを主

たる債務者に通知することを怠っている間に、主たる債務者が善意で弁済その他免責のため

の有償の行為をし、これを保証人に通知したときは、主たる債務者は、自己の弁済その他免

責のためにした行為を有効であったものとみなすことができるものとする。

イ 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、主たる債務者が弁済その

他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたにもかかわらず、これを保証人に通

知することを怠っている間に、保証人が善意で弁済その他免責のための有償の行為をし、こ

れを主たる債務者に通知したときは、保証人は、自己の弁済その他免責のためにした行為を

有効であったものとみなすことができるものとする。

ウ 保証人が主たる債務者の委託を受けないで保証をした場合（主たる債務者の意思に反して

保証した場合を除く）において、保証人が弁済その他自己の財産をもって主たる債務者にそ

の債務を免れさせる行為をしたにもかかわらず、これを主たる債務者に通知することを怠っ

ている間に、主たる債務者が善意で弁済その他免責のための有償の行為をしたときは、主た

る債務者は、自己の弁済その他免責のためにした行為を有効であったものとみなすことがで

きるものとする。

４．連帯保証人に対する履行の請求の効力（民法４５８条関係）

連帯保証人に対する履行の請求は、当事者間に別段の合意がある場合を除き、主たる債務者に

対してその効力を生じないものとする。

（注）連帯保証人に対する履行の請求が相対的効力事由であることを原則としつつ、主たる債務

者と連帯保証人との間に協働関係がある場合に限りこれを絶対的効力事由とする考え方がある。

５．根保証（民法４６５条の２、４６５条の３、４６５条の４関係ほか）

� 民法第４６５条の２（極度額）及び第４６５条の４（元本確定事由）の規律の適用範囲を拡大し、

保証人が個人である根保証契約一般に適用するものとする。

� 民法第４６５条の３（元本確定期日）の規律の適用範囲を上記�と同様に拡大するかどうかに
ついて、引き続き検討する。
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� 一定の特別な事情がある場合に根保証契約の保証人が主たる債務者の元本の確定を請求する

ことができるものとするかどうかについて、引き続き検討する。

→現行の貸金等根保証契約にかかる規定の適用範囲を、個人の根保証契約一般に拡大しようと

するものです。�については個人保証に限定されるものではありません。

６．保証人保護の方策の拡充

中間試案では、保証人が個人である場合の保護方策を新たに規定化することが問題提起されて

います。ただしこれらについては、全国銀行協会と日本商工会議所が設置した「経営者保証に関

するガイドライン研究会」による「経営者保証に関するガイドライン」が平成２５年１２月に公表さ

れ、平成２６年２月１日より適用が開始されており、債権法改正を先取りする動きとして注目され

ます。

� 個人保証の制限

次に掲げる保証契約は、保証人が主たる債務者の「いわゆる経営者」であるものを除き、無効

とするかどうかについて、引き続き検討する。

ア 主たる債務の範囲に金銭の貸渡し又は手形の割引を受けることによって負担する債務（貸

金等債務）が含まれる根保証契約であって、保証人が個人であるもの。

イ 債務者が事業者である資金等債務を主たる債務とする保証契約であって、保証人が個人で

あるもの。

→貸金等根保証契約や事業性の貸金等債務にかかる保証契約であって、経営者以外の個人第三

者が保証人となるものを無効とする趣旨の提案です。「いわゆる経営者」に実質的経営者を含める

か、保証人の自発的保証意思が確認できる場合に当該保証契約を有効とするか等について、なお

議論が行われています。

� 契約締結時の説明義務、情報提供義務

事業者である債権者が、個人を保証人とする保証契約を締結しようとする場合には、保証人に

対し、次のような事項を説明しなければならないものとし、債権者がこれを怠ったときは、保証

人がその保証契約を取り消すことができるものとするかどうかについて、引き続き検討する。

ア 保証人は主たる債務者が債務を履行しないときにそれを履行する責任を負うこと

イ 連帯保証である場合には、連帯保証人は催告の抗弁権、検索の抗弁権及び分別の利益を有

しないこと

ウ 主たる債務の内容（元本の額、利息・損害金の内容、条件・期限の定め等）

エ 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証した場合には、主たる債務者の信用状況

� 主たる債務の履行状況に関する情報提供義務

事業者である債権者が、個人を保証人とする保証契約を締結した場合には、保証人に対し、以

下のような説明義務を負うものとし、債権者がこれを怠ったときは、その義務を怠っている間に

発生した遅延損害金に係る保証債務の履行を請求できないものとするかどうかについて、引き続

き検討する。
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ア 債権者は、保証人から照会があったときは、保証人に対し、遅滞なく主たる債務の残額

［その他の履行状況］を通知しなければならないものとする。

イ 債権者は、主たる債務の履行状況が遅延したときは、保証人に対し、遅滞なくその事実を

通知しなければならないものとする。

� その他の方策

保証人が個人である場合におけるその責任制限の方策として、次のような制度を設けるかどう

かについて、引き続き検討する。

ア 裁判所は、主たる債務の内容、保証契約の締結に至る経緯やその後の経過、保証期間、保

証人の支払能力その他一切の事情を考慮して、保証債務の額を減免することができるものと

する。

イ 保証契約を締結した当時における保証債務の内容がその当時における保証人の財産・収入

に照らして過大であったときは、債権者は、保証債務の履行を請求する時点におけるその内

容がその時点における保証人の財産・収入に照らして過大でないときを除き、保証人に対

し、保証債務の［過大な部分の］履行を請求することができないものとする。
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北海道の「食」の最大の魅力の一つに挙げられるのが、新鮮な水産品です。海外でも、カニやホタテ

などを中心に非常に人気が高く、今後、アジア各国への輸出拡大が期待されます。小売店での販売状況

や日本料理店でのメニューなど、現地の水産品事情について今回は中国・サハリン、次回はタイ・シン

ガポールと２回に亘りお届けします。

【上海】

上海料理は、甘く濃厚な味付けが特徴で、太湖・長江といった上海近郊の湖や川で獲れる淡水魚のほ

か、海水魚も食材として登場します。

昔ながらの市場では、近郊で獲れた淡水魚や海水魚を最も安価に購入できます。

大型スーパーマーケットでは、冷凍商品も取り扱っており、種類が豊富です。また、淡水魚を水槽で

活きたまま販売するなど、市場に負けない新鮮さをアピールしています。刺身や寿司もパックで販売さ

れており、特に脂が乗っているノルウェー産サーモンは人気が高く、サーモン１種類だけの寿司パック

をよく見かけます。

日本産の水産品は、市場にはなく、日系の百貨店やスーパーマーケットで、北海道産と長崎産を中心

にホタテやエビ、秋鮭、鯛などが販売されています。

価格は、サンマ１尾を例にすると、市場では中国産約４０円、スーパーマーケットでは中国産約８０円～

１４５円、日系百貨店の鮮魚コーナーでは北海道産約１９０円となっています。

日本料理店は、食の多様性や健康志向から人気が高く、上海の日本料理店舗数は２，４００を超えていま

す。ジャンルも居酒屋から高級料亭まで幅広く、メニューも刺身や焼き魚、煮つけなど、日本とあまり

変わりません。また、日系の回転寿司店も進出しており、店舗ではマグロの解体ショーを行うなど、家

族連れに人気であり、活気に溢れています。

また、日本食市場を開拓してきた現地水産会社では、中華料理の食材としてサンマや姫鱈など日本の

水産物の活用に向けたイベントを開催するなど、販売先の拡大に向けた取組みを行っています。

日本からの水産品の輸入については、通関の手続き

に時間がかかるため、特に鮮魚については、輸入手続

きに精通し、卸売機能と物流機能を有する現地水産会

社を活用する必要があります。

店舗では、商品に「北海道産」、「長崎産」といった

産地表示のシールを貼ったり、「カレイの煮つけ」や

「銀ダラの西京漬け」など、馴染みの薄い商品には、

詳しい説明表示をつける工夫もしています。現地の魚

と差別化し、高級商品に相応しい品質等の付加価値を

提供するなどの戦略が求められます。

アジアニュース

アジア各国の水産品事情
（中国・サハリン編）

上海の日系百貨店の海鮮コーナー
「かまぼこ」など商品名を日本語表示
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【大連】

２０１１年の中国の水産品総生産量は５，６０３万トン（日本は４８４万トン）で、うち７５％が「養殖」、２５％が

「漁獲」です。大連には、ホタテ等の養殖分野で中国トップの水産会社があります。

三方を海に囲まれた大連では、ホタテ、ウニ、アワビ、カキや昆布など、多くの新鮮な水産品に恵ま

れ、「大連海鮮料理」というジャンルがあるほどです。

中国のレストランや一般家庭の食卓では、黄魚（スズキの一種）や帯魚（タチウオ）を、蒸したり丸

ごと揚げたりして食べます。ナマコはレストランでは食べますが、家庭ではまず食べません。

また、スーパーなどで必ず見かけるノルウェーサーモンは、中国のサーモン市場の占有率８０～９０％

と、独占的な地位を築いています。ノルウェーサーモンは、実際は養殖の「マス」ですが、この人気は

脂が乗っているのを好む中国人の舌にマッチした結果です。アラスカサーモンは、天然物で脂も乗って

おり、しかも中国人の好きな「赤」色の身なので、今後人気が出るかもしれません。

大連では、新鮮な魚介類を買い求める場所は、市場が中心です。スーパーマーケットは価格も高く、

冷凍品中心で、切身などのパック販売もほとんどありません。日系スーパーマーケットでは、刺身盛合

せなどが販売されていますが、サーモンはノルウェー産、マグロはフィリピン産、ハマチと甘えびは養

殖の中国産、と多国籍です。

価格帯は、中国産のホタテ（５００g当たり）を例に挙げると、市場で約２００円（殻付活）、地場のスー

パーマーケットで約５８０円（殻付冷凍）ですが、日系スーパーマーケットではたった２個（７０g）で約

４６０円（ホタテ刺身）といった大きな価格差が存在します。

大連では、約３００店の日本料理店が存在し、ヒラメ、オコゼ、ソイ、メバルなどのお造りや握りな

ど、新鮮な活魚料理も味わえます。

また、マグロの刺身（太平洋沖・大西洋沖・インド洋沖などの遠洋産）は、日本の商社と大連の水産

会社との合弁会社が、１０年前から加工販売をしており、今や中国全土のマグロシェア４割を占めるまで

になっています。他に、ヤリイカ（福建省の養殖）、ホッキ貝（カナダ）、カンパチ（中国養殖）、ウニ

（大連産か北朝鮮産）、タラバ（ロシア）、などが流通していますが、北海道産はおろか日本の水産品自

体、大連ではほとんど見かけません。

中国への道産水産品輸出は、所定の手続きを経れば制限はありません。大連は６００以上もの水産加工

場がひしめく「水産加工基地」でもあり、スケソウダラや

ホタテなどの道産水産品は「加工原料」として多く輸入さ

れています。しかし、大連は新鮮な水産品に恵まれてお

り、鮮魚の参入は厳しいと思われます。

北京の日本人バイヤーからは、「品質の良い北海道の水産

品が市場に出回るためには、“ストーリー化”や“動機付け”

などのブランド戦略が必要。また、産地がわからなければ

価格競争に陥るので、“日本産・北海道産”とパッケージに

はっきり表記すべき。トバ、ホタテ貝柱、ホッケ開きなど

の乾物や加工品が良いのでは」との意見をいただきました。
大連の海鮮レストラン
水槽から魚を選び調理してもらうスタイルが主流
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サハリンの市場
商品をラッピングしたり、並べ方を工夫

【サハリン】

サハリンは、海に囲まれており、老若男女問わず魚介類をよく食べます。魚介類は、スーパーマー

ケットや市場で購入できます。サケマス類、ホッケ、カレイ、タラ、ホタテ、カニなどがよく売られて

おり、ほとんどがサハリン近海で漁獲されたものです。

市場は市街地にあり、市民の台所として古くから日常的に利用されています。ここでは生鮮や冷蔵の

魚介類を購入することができ、種類も豊富です。サケマス類やホタテ、カニなどが人気です。価格はア

メマスが約５００円、ホタテが約２，４００円、毛ガニが約８００円でした（いずれも１kg当たり）。

スーパーマーケットは、多種多様な食料品が一ヶ所で手に入ることや、チェーン店では品目や品質が

均一であることなどから、近年人気が高まっています。ホッケやカレイ、イカなどが売られています

が、ほとんどが冷凍品であまり種類も多くありません。調査時の価格はホッケが約５００円、カレイが約

２５０円、イカが約３００円でした（いずれも１kg当たり）。

また、市場、スーパーマーケットとも、最近では調理の利便性から切り身やフィレも人気ですが、加

工賃が加わるため価格は上記の２倍程度にまでなります。

サハリンの家庭料理では、ムニエルや干物などが主流であり、生食が一般的ではないこと、また、新

鮮な魚は、自分で釣ったり、釣った魚を分けてもらったりするのが一般的であることから、市場やスー

パーマーケットの魚介類に対して、期待感があまり大きくないのかもしれません。

サハリンには、数軒の日本食レストランがあり、寿

司、焼き魚、煮魚などのメニューに魚介類が使われて

います。日本と同じような魚介類が手に入りにくいた

め、サハリン近海で獲れるオヒョウやサケ、ニシン、

タラなどが中心です。一方、マグロやハマチなど、日

本産と思われるものもあります。

日本からサハリンへ輸出する魚種には制限がありま

せん。しかし、現地税関職員が水産品の輸入実務を熟

知しておらず、通関手続きに時間がかかってしまうほ

か、海外の水産品を扱う業者の数も多くありません。

このため、日本食レストランで出されるマグロやハマ

チなどの中にも、ウラジオストクやモスクワを経由してサハリンに入ってきているものがあるようで

す。北海道の水産品の品質への評価は高いものの、サハリンでの販売量が少ないのが現状です。

【まとめ】

水産品は、食文化と深い関わりがあり、また鮮度が重視されることから、市民が安価で活きが良いも

のを求め、日常利用する市場では近海で獲れる魚が大半を占めています。

食文化の多様化に伴い、「日本食」への関心の高まりから、高級食材としてスーパーマーケットで

は、「日本産水産品」が販売されています。日本食レストランも増加していますが、日本産の食材を使

用している店は少ないのが実態です。
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（外国人で溢れる街）
広州市で、４月１５日から約３週間、中国最大の貿易見本市である「広州交易会」が開催されました。

元々外国人が多く住む広州ですが、交易会開催中は２００を超える国から２０万人前後のバイヤーが訪れ、
ホテルやスポーツバー等は毎日夜遅くまで賑わいを見せます。市内ホテルの宿泊料金は平常の１～２割
上昇し、予約も困難になります。今回は、世界中から人の集まるこの「広州交易会」についてお伝えし
ます。

（あらゆるモノが手に入る）
「広州交易会」は、広東省人民政府の主催により、１９５７年から毎年春と秋の２回開催され、今回で第

１１５回を迎えました。中国全土から２万を超す企業・団体が、食品から自動車部品まで、ありとあらゆ
るモノを出展し、世界中から買付けのために多くのバイヤーが集まります。
今回の出展品目は、第一期（４月１５日～１９日）では、家電、電子機器、自動車部品、化学製品、金属

製品、建材等、第二期（４月２３日～２７日）では、日用品、玩具、贈答品、家具、工芸品等、第三期（５
月１日～５日）では、衣料品、靴、スポーツ・レジャー用品、食品、医薬保健品、医療機器等と多種多
様です。

（その場で即購入）
会場内では、多くのバイヤーがスーツケースを持ち歩き、気に入った商品があればその場でサンプル

を次々と買い込んで行きます。交易会の開催期間中は、広州白雲国際空港の輸出荷物の取扱い件数が大
きく増加するほどです。
「広州交易会」の毎回の商談成約額は３００億米ドル（約３兆円）を超えています。世界最大の展示面

積を誇る「ドイツ・ハノーバー国際見本市」の売上額が３億ユーロ（約４２０億円）ということからも、
その成約規模がいかに大きいかがわかります。

（中国企業の実力）
交易会は、中国企業の戦略商品や実力を知るには、絶好の機会です。今回の特徴の一つとして、「家

電コーナー」では出展された製品の多くが「スマート家電」となった点が挙げられます。スマートフォ
ンやインターネットと連携した製品が各ブースに並び、今後国内外で拡大が見込まれる市場を先取りし
たラインアップとなっています。
「食品コーナー」では、にんにくや豆類といった中国の特産品、輸出向けの英語のパッケージのチョ

コレートやクッキー等の菓子、うどんやわさび等の日本料理の食材と、一言で食品といってもブースに
よって扱うものは様々です。また「医療機器コーナー」では、手術用のマスク・手袋や点滴器材の横に
漢方薬がズラリと並ぶなど中国らしい展示もありました。

（最新情報との出会いの場）
日本からは、毎回５，０００人を超えるバイヤーが会場を訪れています。日本企業との成約額は、２０１２年
の秋には日中関係の悪化もあり前回比３６．６％減と大きく落ち込んだものの、２０１３年の春には同３８．０％
増、同年秋には同３．５％増とすぐに回復し、３回ぶりに日本人バイヤーの数が６，０００人を超えました。
中国から商品を輸入している道内企業にとっても、商品アイテ

ムごとに期間が分けられ、多くの商品が一堂に会する「広州交易
会」は、中国の最新情報を入手するには最適です。最近、人件費
の高騰や人民元高の影響で中国の輸出競争力が弱まってきている
と言われていますが、中国の輸出企業は、海外のニーズに合わ
せ、低価格な商品のみならず、品質を重視した商品にも対応でき
るようになってきています。
会場では日本語の通訳サービス（有料）を受けることも可能で

す。あらゆる商品が揃う「広州交易会」を是非一度ご覧いただ
き、新たなビジネスチャンスに結びつけてみてはいかがでしょう
か。

アジアニュース

中国最大の貿易見本市
「広州交易会」の活用について

海外バイヤーで賑わう会場

北洋銀行国際部 調査役
（三菱東京UFJ銀行（中国）・広州支店派遣）

湯本 武史
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０９ ７５～１９６ ２５４ ２５３ ２１８～２４１

牛乳 １リットル 現地産 ２２１～５０１
４０

（２４３ml）
１２７

２４５
（８３０ml）

１５２～２５０

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０６～２１３ ４９～２１３ １９０
９４

（アメリカ産）
７２

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １４５ ２７５
２７９

（１個）
８１

（１個）
９９

（エジプト産）

小麦粉 １kg １３４ ２２７ １４６ ２０４ １２０

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９５ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９０ １５２ ２９４ ２４１

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７８ １０６ ２３８ １３０ ４７５

ミネラルウォーター ５５０ml ２４ １９ ２２ １２６ ４３～１００

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３９ ４４ ８１ １０６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２７８ ２７０ ６３６ ３８４ －

タクシー初乗り ２２９ １６３ １１１ ２７７ ４３２～５７６

ガソリン １リットル レギュラー １２２ １２４ １３３ １７９ １００

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１５

（現地製４巻）
４８３

４４５
（現地製）

５３１
２８８

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０６

（現地製）
７７

（現地製）
３０２ ２５９ １４４

洗濯洗剤 １kg 日本製
２１６

（現地製）
１８８

（現地製）
３８１ ２２３ １，００８

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６３ １６３ ２５４ ３２６ ５７６

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４７ ２２ ９

水道料金 １� 住居用 ３１ ５０ ３１ ９５ ８８

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７３ ６９

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ２５ ８１～１７１ ４３

地下鉄 初乗り ４９ － ６９ ８９～１９６ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８１，９３３ ８６，６７０ ７５，２０７ ７３，４８４ ８６，３７１

基本料金／月 ７５３ ９５０ ２，５４４ ４，４３１ ４，３２０

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９０１～２，２９４９８３～１，１４７６３６～１，４３１ ９４０ ５７６～１，１５２

現地価格調査（２０１４年５月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年４月３０日仲値
１中国元＝１６．３９円 １タイバーツ＝３．１８円 １シンガポールドル＝８１．７４円 １ロシアルーブル＝２．８８円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１５／本文　※柱に注意！／０２６　　　　　アジアニュース（現地価）  2014.05.20 15.15.33  Page 26 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 r ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ r１００．１ △３．０
２５年度 p１０１．２ １．６ p９８．９ ３．２ p１０１．５ １．２ p９８．６ ２．８ p９９．６ △３．１ p９９．１ △１．０

２５年１～３月 r１００．３ ３．７ r ９４．６ ０．５ r１０１．７ ３．８ r ９６．５ ３．３ r１０５．７ △２．５ r１０７．２ △２．９
４～６月 r１００．４ ０．１ ９６．１ １．６ r１００．１ △１．６ r ９５．５ △１．０ r１０６．９ １．１ r１０７．６ ０．４
７～９月 r１０１．１ ０．７ r ９７．８ １．８ r１０１．２ １．１ r ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ r１０７．５ △０．１
１０～１２月 r１０１．９ ０．８ r ９９．６ １．８ r１０２．５ １．３ r ９９．１ ２．６ r１０７．５ ０．９ r１０５．５ △１．９

２６年１～３月 p１０１．８ △０．１ p１０２．４ ２．８ p１０２．５ ０．０ p１０３．３ ４．２ p１０２．４ △４．７ p１０６．１ ０．６
２５年 ３月 r ９９．７ △１．２ r ９５．１ ０．３ r１０１．１ △１．０ r ９６．８ △０．３ r１０５．７ △２．３ r１０７．２ △０．６

４月 r ９９．９ ０．２ r ９５．７ ０．６ r１００．８ △０．３ r ９５．７ △１．１ r１０３．７ △１．９ r１０７．１ △０．１
５月 r１０１．１ １．２ ９７．７ ２．１ r１０１．４ ０．６ r ９６．４ ０．７ r１０３．３ △０．４ r１０７．５ ０．４
６月 r１００．１ △１．０ r ９５．０ △２．８ r ９８．０ △３．４ r ９４．５ △２．０ r１０６．９ ３．５ r１０７．６ ０．１
７月 r１０１．０ ０．９ r ９７．６ ２．７ r１０１．３ ３．４ r ９６．０ １．６ r１０５．４ △１．４ r１０８．４ ０．７
８月 r１００．７ △０．３ r ９７．１ △０．５ r１００．５ △０．８ r ９６．１ ０．１ r１０６．５ １．０ r１０７．６ △０．７
９月 r１０１．６ ０．９ r ９８．６ １．５ r１０１．９ １．４ r ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ r１０７．５ △０．１
１０月 r１０１．４ △０．２ r ９９．２ ０．６ r１００．９ △１．０ r ９９．０ １．３ r１０８．１ １．５ r１０７．２ △０．３
１１月 r１０１．８ ０．４ r ９９．５ ０．３ r１０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ r１０７．４ △０．６ r１０５．７ △１．４
１２月 r１０２．５ ０．７ r１００．０ ０．５ r１０３．６ ０．６ r ９９．３ ０．２ r１０７．５ ０．１ r１０５．５ △０．２

２６年 １月 r１０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ r１０４．３ ０．７ r１０４．４ ５．１ r１０６．１ △１．３ r１０５．１ △０．４
２月 r１００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ r１０１．８ △２．４ r１０３．４ △１．０ r１０６．０ △０．１ r１０４．２ △０．９
３月 p１０１．９ １．６ p１０１．８ ０．３ p１０１．５ △０．３ p１０２．２ △１．２ p１０２．４ △３．４ p１０６．１ １．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ r １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ r １２９，０５９ △０．６
２５年度 p９７７，２９３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ p２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ p７５８，６９２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ r ４７，７１０△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ r ３１，２４６ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ r ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ r ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 p２４７，８３９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ p ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ p１８９，８１８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
２５年 ３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６

４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．８ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 r ７２，２４０ ４．２ r １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ r ５６，５６４ ４．０ r ９，９０５ ２．３
３月 p ９４，６２９ １５．９ １９，５６２ １７．０ p ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ p ７１，１２０ １３．５ １２，２０２ １２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１５／本文　※柱に注意！／０２７～０２９　主要経済指標  2014.05.20 15.18.49  Page 27 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．６ １．３ １００．４ ０．９ １００．２３ １４，８２８

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．１ ２．１ １００．８ １．４ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０２．３ １．７ １００．８ １．５ １０２．７８ １４，８２８
２５年 ３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８

４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．８ １．９ １００．７ １．１ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ ２．４ １００．８ １．５ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．５ ２．１ １００．９ １．６ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０２．４ １．８ １００．７ １．４ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０２．１ １．５ １００．７ １．５ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．５ １．８ １０１．０ １．６ １０２．２７ １４，８２８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
２５年 ３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０

４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８６９ １０．５ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
２５年 ３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４

４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 r１１，７２２ ８．９ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２７８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年１～３月 r ２，５１６ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５３ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 r ３，８３２ ４．０ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 r ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
２５年 ３月 r ９１４ １．９ ０．６５ ０．８２ ５．０ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９

４月 ７８５ ４．０ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９９０ ７．５ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．１ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８４ ５．１ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 r ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年６月号
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●道内経済の動き 

●平成26年度道内企業の新規採用と雇用動向 

●続・債権法改正の動向～「消滅時効」「保証債務」 

●アジア各国の水産品事情（中国・サハリン編） 

●中国最大の貿易見本市「広州交易会」の活用について 
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